
・ＣＯ２の排出削減には、太陽光や風力など新エネルギーの導入も非常に有効な手段。

・ただし、現時点では供給安定性や経済性などの課題が存在することも事実。

出力が不安定（日照や風況等）。
現時点では補完的な位置付け（エネルギー基本計画）。
電力の安定供給確保のためには、調整電源や蓄電池との組合せが必要。

太陽光発電や風力発電に蓄電池を併設したシステムに関する実証研究等を実施。

出
力
比
（
発
電
出
力
／
定
格
出
力
）
[％
]

（日）

＜太陽光発電の天候別発電電力量推移＞

＜参考＞新エネルギーの課題（供給安定性）

出
力
比
（
発
電
出
力
／
定
格
出
力
）
[％
]

＜竜飛ウインドパーク１９９９年８月の発電出力の推移＞

（２） 太陽光や風力など新エネルギー

ウランの在来型既知資源量（２００３年）
（OECD/NEA&IAEA,Uranium2003(2004)）

米国, 8%

ロシア, 6%

ナミビア, 6%

その他, 9%

ニジェール, 5%

カナダ, 10%

ウクライナ, 2%

ウズベキスタン, 3%

ブラジル, 3%

カザフスタン, 18%

オーストラリア, 23%

南アフリカ, 9%

在来型既知資源量
４５９万トン－Ｕ

○主なウラン資源国

（３） 世界のウラン資源量
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（新計画策定会議（第５回）資料第３号「ウラン資源について」より）

４５８８130米ドル／kg-U未満

３５３７80米ドル／kg-U未満

＞２５２３40米ドル／kg-U未満

在来型既知資源量コスト区分

○世界のウランの在来型既知資源量
（単位：千ｔ－U）



（４）燃料のエネルギー密度

注１）設備利用率は、すべて８０％とした。
注２）濃縮ウランの重量は、燃料となる二酸化ウランの重量。

熱効率：４１．２％、発熱量：約 ６，２００kcal／kg２３６万トン石炭

熱効率：３９．８％、発熱量：約 ９，６００kcal／ﾘｯﾄﾙ１３１万トン石油

熱効率：４８．０％、発熱量：約１３，０００kcal／kg９７万トン天然ガス

熱効率：３４．５％、燃焼度：約４５，０００MWd／ﾄﾝ-U２１トン濃縮ウラン

試算の条件燃料の必要量燃料の種類

１００万ｋＷの発電所を１年間運転するために必要な燃料

（出典：原子力２００３、経済産業省資源エネルギー庁編集）

（新計画策定会議（第２回）資料第４号「原子力発電を巡る現状について」より）

３．１ 核燃料サイクル

軽水炉

ｳﾗﾝ濃縮
転 換

高速増殖炉
再処理

燃料加工

高速増殖炉

高ﾚﾍﾞﾙ放射性廃棄物処分

ｳﾗﾝ採鉱

製錬

一般的な原子力発電所（軽水炉）での
核燃料サイクル（プルサーマル）

高速増殖炉（ＦＢＲ）を用いた
核燃料サイクル

採鉱

資－8

中間貯蔵
施設

軽水炉再処理

ウラン、プルトニウム
を回収し燃料として
再利用

燃料加工

ウラン、プルトニウム
を回収し燃料として
再利用

（新計画策定会議（第１回）資料第６号「原子力発電を巡る現状について」より）



劣
化
ウ
ラ
ン

810kg
(0.35%)

（ ）内の％は、ウランの濃縮度

回
収
ウ
ラ
ン

940kg
(0.9%)

再濃縮

使
用
済
ウ
ラ
ン
燃
料

1000kg

回収
プルトニウム
約 10kg

ＭＯＸ燃料
約130kg
(6%Puf)

高レベル放射性廃棄物
ガラス固化体

高レベル
放射性廃棄物
約 50kg

新
し
い
ウ
ラ
ン
燃
料

1000kg
(4.1%)

発電 再処理

回収ウラン燃料
約130kg
(4.1%)

ＭＯＸ燃料加工

ガラス固化処理

再転換・加工天
然
ウ
ラ
ン

9400kg
(0.7%)

劣
化

ウ
ラ
ン

8400kg
(0.3%)

120kg
(0.3%)

濃縮
燃焼度
44,000MW日/ﾄﾝ
の場合の例

1,000kgの使用済燃料を再処理すると、約130kgのMOX燃料と約130kgの

回収ウラン燃料を再生できる

３．２ プルサーマルによるウラン資源節約効果

（新計画策定会議（第５回）資料第４号「核燃料サイクルによるウラン資源の節約について」より）

0

50

100

150

200

2000 2050 2100 2150 （西暦（年））

(万tonU)

(1)-b全量再処理
（FBR移行）

(4)-b当面貯蔵後
FBR移行

(1)-a 全量再処理
（ﾌﾟﾙｻｰﾏﾙ継続）

(2)部分再処理

(3)全量直接処分

高速増殖炉（FBR）サイクルは、ウラン資源の利用効率を飛躍的に高めること

ができる。将来、完全なFBRサイクルに移行すれば、天然ウランの累積需要量

は飽和し、その後は海外からのウラン調達を必要としない可能性がある。

３．３ 高速増殖炉によるウラン資源節約効果
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（新計画策定会議（第９回）資料第１３号「核燃料サイクル諸量の分析について」より）



３．４ 今後のプルトニウムの回収と利用

【回収】

①これまでの海外再処理委託契約に基づいて回収されるプルトニウムは、累計約30トン*１と見
積もられる。

②国内再処理工場においては、六ヶ所再処理工場が本格操業した段階で年間約5トン弱*１のプ
ルトニウムを回収することが予定されている。

【利用】

③もんじゅが運転再開した後は、研究開発用に年間数百キログラムのプルトニウム需要が見込
まれる。

④電気事業者は、プルトニウムの利用について以下のように計画*２している。

1) 2010年度までにプルサーマルを16～18基の規模まで順次拡大しつつ実施していく計画であ
る。
プルサーマルには、既に具体化している計画では一基当たり年間約0.3-0.4トン*１のプルトニ
ウムの利用が見込まれる。

2) 全炉心MOX燃料装荷の大間原子力発電所では年間約1.1トン*１の利用が見込まれる。

3) プルサーマルの実施規模の拡大に合わせて、六ヶ所MOX燃料加工工場の操業開始までは
海外再処理により回収されるプルトニウムが利用されるが、その後は国内再処理工場で回収
されるプルトニウムも利用される予定。

4) 六ヶ所ＭＯＸ燃料加工工場で使用されるプルトニウムは、ＭＯＸ燃料加工されるまでの間、
六ヶ所再処理工場内で保管される予定。

＊１）核分裂性プルトニウム量

＊２）2003年12月、電気事業連合会プレスリリース
（新計画策定会議（第２７回）資料第３号「プルトニウム利用の透明性確保について」より）
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３．５ プルトニウム利用
３．５．１ 我が国におけるプルトニウム利用の基本的な考え方

（平成15年8月5日原子力委員会決定）

わが国の原子力利用は、原子力基本法に則り、厳に平和の目的に限り行なわれてきた。今
後プルトニウム利用を進めるにあたり、平和利用に係る透明性向上の観点から基本的考え
方を示した。

●プルトニウムの平和利用に対する考え方

–我が国では、核不拡散条約（NPT)を批准し、それに基づき厳格な保障措置制度の適
用をうけることにより、プルトニウムの平和利用に対する国際的な担保がなされている

–一方、プルトニウム利用に対する国内的、国際的懸念にも配慮し、プルトニウム利用
についての一層の透明性を図ることにより内外の理解獲得も重要。したがって、原子
力委員会は、利用目的のないプルトニウムを持たない、すなわち余剰プルトニウムを
持たないとの原則を示し、毎年のプルトニウム管理状況の公表など積極的な情報発
信の方針を示してきた。

●プルトニウムの利用目的の明確化のための措置

六ヶ所再処理工場の稼働に伴い、今後は相当量のプルトニウムが分離、回収されるた
め、当該プルトニウムの利用目的を明確に示すことにより、より一層の透明性の向上
を図ることが必要。

–電気事業者はプルトニウム利用計画を毎年度プルトニウムの分離前に公表
–原子力委員会は、その利用目的の妥当性について確認

●プルトニウム利用計画

– 電気事業者は、プルトニウムの所有者、所有量及び利用目的を記載した利用計画を
毎年度プルトニウムを分離する前に公表する。

– 利用目的は、以下を含む。
利用量

利用場所

利用開始時期

利用に要する期間の目途

－透明性を確保する観点から進捗に従って順次、利用目的の内容をより詳細なものとし
て示す。

●海外で保管されるプルトニウム及び研究開発に利用されるプルトニウム

－海外でＭＯＸ燃料に加工された上で我が国に持ち込まれるため、その利用について
平和利用の面から懸念が示されることはないと考えられるが、透明性の一層の向上
の観点から、燃料加工される段階において国内のプルトニウムに準じた措置を行う。

－核燃料サイクル開発機構東海再処理施設において分離、回収されるプルトニウムに
ついては、核燃料サイクル開発機構など国の研究機関は、商業用のプルトニウムに
準じた措置を行う。
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（新計画策定会議（第２７回）資料第３号「プルトニウム利用の透明性確保について」より）



３．５．２ 今後の取組：プルトニウムの平和利用に関する透明性の確保のあり方の方向性

～「我が国におけるプルトニウム利用の基本的考え方について」の運用について～

●意義

我が国のプルトニウムについては、国際的には国際原子力機関（ＩＡＥＡ）の保障措置の下で、核物質、施設等を厳

格に管理するとともに、核物質防護条約や具体的な核物質防護の具体的な水準の目安などを設定したＩＡＥＡのガイド

ラインを踏まえ、防護措置を実施してきた。国内的には原子炉等規制法に基づく保障措置制度の運用、および核物質

防護措置を行ってきた。このように我が国では厳重な国内の規制及び国際機関の監視の下、プルトニウムは厳重に

管理され、その平和利用は国際的に担保されている。

プルトニウム利用計画の公表は、それらに加えて、我が国独自の取組みとして、我が国のプルトニウムの平和利用

について国内外の懸念を生じさせないために、プルトニウム利用のより一層の透明性の向上を図るものである。

●「我が国におけるプルトニウム利用の基本的考え方について」の位置づけ

プルトニウム利用計画の公表は、国際的な必要条件ではなく、我が国が自主的にプルトニウム利用のより一層の透

明性の向上の観点等から行うものであることから、法律で義務づけるものではなく、電気事業者等の公表を促すもの

である。

●電気事業者等の公表内容

プルトニウム利用計画の公表の目的が透明性の一層の向上にあることを踏まえ、公表される内容は以下を含むこと

を期待する。なお、電気事業者等は、事業の進捗に応じて内容をより詳細なものとしていくことが望ましい。

○当該年度の再処理予定量及びプルトニウムの回収見込み量

○前年度末のプルトニウム保管量の目途

○再処理したプルトニウムの利用場所（発電所名又はプラント名）の目途

○再処理したプルトニウムの年間利用目安量（トン／年）

○利用場所ごとの利用開始時期及び利用に要する期間の目途

【国内外においてＭＯＸ燃料に加工される段階以降順次追加する内容】

○当該年度のＭＯＸ燃料加工予定量及び加工体数

○ＭＯＸ燃料の装荷予定プラント名及び装荷予定時期

●原子力委員会は、電気事業者等の公表内容についてヒアリングを行い、法令等に基づいて電気事業者等から

政府に提出された資料や公開されている情報を参考にしつつ、次の観点から、利用目的の妥当性を確認する。

○プルトニウムの利用内容が、原子力政策大綱等（使用済燃料を再処理し、回収されるプルトニウムを有効利用

していくこと等）の考えに合ったものであるか

○分離・回収され保管される量に見合ったプルトニウムの利用が計画されているか

○プルトニウム利用に向けた電気事業者等の取組（例：プルサーマル実施に向けた地元との調整や法令上の

手続きの状況、再処理、ＭＯＸ燃料加工の現状等）

＜プルトニウム利用計画の公表時期について＞

・六ヶ所再処理工場において分離、回収されるプルトニウムについては、毎年度、適切な時期（例えば1月末など）ま

でに、電気事業者が保管するプルトニウム量に見合った利用計画を公表し、原子力委員会に報告する。ただし、

六ヶ所再処理工場のアクティブ試験において分離、回収されるプルトニウムについては、アクティブ試験開始前の

適切な時期に利用計画を公表し、原子力委員会に報告する。

・海外再処理委託分については、国内のプルトニウムに準じた措置として、電気事業者がＭＯＸ燃料に加工される段

階で公表される。

・研究開発に利用されるプルトニウムについては、商業用のプルトニウムに準じた措置として、毎年度、適切な時期

（例えば1月末など）までに、保管するプルトニウム量に見合った利用計画を公表する。公表の開始時期については

電気事業者の公表開始に合わせることとする。
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（新計画策定会議（第２７回）資料第３号「プルトニウム利用の透明性確保について」より）



絆創膏：天然高分子に電子線・ガンマ線を照射することに
より、傷口に優しい絆創膏を開発。平成１６年に商品化。

４． 放射線利用
４．１ 放射線利用の市場規模

半導体加工

平成９年度 平成１５年度

突然変異育種の育成品種 ９１種 １４０種

ＰＥＴ（陽電子断層撮像法）装置
の導入台数

新たな放射線利用 床ずれ防止マット：天然高分子に電子線・ガンマ線を

照射することにより、保温性、弾力性に優れる材料を

開発し、平成15年に商品化。市場シェアはほぼ100%。

５６台
（平成１４年）ＰＥＴを用いた検査は、

平成１４年から保険適用

３６台

（平成９年）

５．４兆円 ６．３兆円
（世界半導体市場日本協議会の
統計データより試算）

放射線の利用例

（リソグラフィ、不純物導入等の加工）

（新計画策定会議（第１９回）資料第３号「放射線利用について」より）

４．２ 科学技術・学術分野における放射線利用

ナノテク・材料

ライフサイエンス 環境・エネルギー

情報通信

ミュオン 中間子等
放射光 光量子

イオン中性子

重点分野への貢献

加速器、高出力レーザー装置、研究用原子炉等の施設・設備を用いて、高強度で高品質な光量子、
放射光等の電磁波や、中性子線、電子線、イオンビーム等の粒子線を発生・制御する技術、及び、
これらを用いて高精度な加工や観察等を行う利用技術からなる先端科学技術の総称

量 子 ビ ー ム テ ク ノ ロ ジ ー

利用技術の高度化と多様化が進展

従来と比較して強度が強く、目的にあった質の高い粒子線や電磁波の発生・制御が可能に

陽子 電子

量子ビーム
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＜工業分野の主な放射線利用＞

＜今後有望な利用＞

電子線を利用した微細加工に
よるリソグラフィや、イオン
ビームや中性子ビームを利用
した不純物導入等、放射線に
よって可能となる加工技術を
利用して半導体を製造。
（市場規模：Ｈ１５年度６．３兆
円）

半導体

半導体の製造 ラジアルタイヤの製造

電子線照射によりゴム
の粘着性の制御を容
易にできることを利用
して、ラジアルタイヤを
製造。 （市場規
模：Ｈ１５年度1兆円）

電池用隔膜の製造

ボタン型電池ボタン型電池
電子線、γ線照射による放
射線グラフト重合で容易に
物質に電気伝導性を付与
できることを利用して。ボタ
ン電池用隔膜を製造。
世界で使用されているボタ
ン型電池全てに使用。

燃料電池用膜の開発 ナノデバイスの開発

中性子や放射光の利用により
材料の磁気構造、電子構造の
解明が可能となることから、磁
気特性、電子特性を応用した
高密度ナノ記憶素子等の開発
が可能となる。

電子線を利用した橋かけによ
り耐久性を高めるとともに、グ
ラフト重合によりイオン伝導度
を高めることが可能であること
から、燃料電池膜の有望な製
造方法と考えられている。

４．３ 工業分野における放射線利用

（新計画策定会議（第１９回）資料第３号「放射線利用について」より）

４．４ 医療分野における放射線利用

＜重粒子線がん治療の進展＞

○これまでの経過
・平成６年より炭素線を用いた臨床試験を開始。
・平成15年10月、厚生労働省より高度先進医療
の承認。
・平成16年9月までに 2,010名に適用。

○重粒子線がん治療の今後の展開
・臨床試験の継続
超難治性がんへの適用の拡大のための高度な治療法の開発等

・小型治療装置の開発
・照射方法の高度化に関する研究開発等
スポットスキャニング（点描）照射法、呼吸同期照射法など
の研究開発

資－14

12521003SPECT

36（※１）

1319

7361

台数
（平成１１年）

56ＰＥＴ

1570RI 診断装置

7920X線CT（全身用）

台数
（平成１４年）

○国内の病院における診断機器類保有状況

厚生労働省「医療施設調査｣
※１：日本画像医療システム工業会調べによる

＜放射線による診断＞

X線ＣＴ
ＣＴとは、Computed Tomography
の略で、コンピュ－タを使って断
層撮像を行う装置。Ｘ線発生装置
が身体の周りを３６０°回転しな
がらＸ線を照射し、身体を透過し
たＸ線の情報をコンピｭータ処理
することにより、断層画像が得ら
れる。

ＰＥＴ－ＣＴ装置

PET(陽電子放射断層撮像法)装置
ＰＥＴとは、Positron Emission Tomography
の略であり、がんの悪性度、部位、大きさ及
び治療効果判定や脳機能障害などの診断や
病態解明などができる新しい診断方法である。
がん細胞など特定の部位に集積する特性を
有する短半減期の放射性医薬品（陽電子を
放出するブドウ糖薬剤など）を用いることで、
がんの早期発見などが可能である。

ＣＴ装置
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臨床試験 高度先進登録患者数合計：2010人
（高度先進医療：218人）治療患者数の推移
（1994.6 ～ 2004.9）

倫理委員会、高度先進委員会審査日を年度（3月-2月）
ごとに集計、集計期間：1994.6－2004.9
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（新計画策定会議（第１９回）資料第３号「放射線利用について」より）




